
 

 

令和５（２０２３）年度 公共工事の入札契約制度の改正について 
 

令和５（２０２３）年４月より次のとおり改正します。 

 

① 格付基準点数の改正について 

 

  登録業者の等級別格付の基準となる格付基準点数を、登録業者の数、施工能力、発注金額等の

バランスを考慮して、下表のとおり改正します。 

（格付基準点数） 

工事種別 等級 
改正 現 行 

Ａ Ｂ Ｃ Ａ Ｂ Ｃ 

土木一式工事 ８５０以上 
７４０以上～ 

８５０未満 
７４０未満 ８１０以上 

７００以上～ 

８１０未満 
７００未満 

建築一式工事 現行通り 現行通り － ７５０以上 ７５０未満 － 

水道施設工事 現行通り 現行通り － ７２０以上 ７２０未満 － 

電気工事 現行通り 現行通り － ７５０以上 ７５０未満 － 

舗装工事 現行通り 現行通り － ７００以上 ７００未満 － 

その他の工事 現行通り 現行通り － ６５０以上 ６５０未満 － 

 

② 現場代理人の常駐義務の緩和措置適用期間の延長  

「現場代理人の常駐義務緩和」について、令和元年台風１９号に係る災害復旧工事の円滑な実施の

ため、令和５（２０２３）年３月３１日までに発注する建設工事に適用するものとしていましたが、

令和６（２０２４）年３月３１日まで延長します。 

 

③ 町発注工事の前金払の使途拡大の継続及び一部取り扱いの変更について 

   前金払の使途拡大について、次のとおりとします。 

（１）契約に関する取扱い 

第３８条の特約条項を契約書に添付し契約を締結する。 

なお、変更契約の場合については、工事打合せ簿により協議の上、変更契約書に第３８条の特

約条項を添付し、契約を締結する。 

（２）適用時期等 

平成２８（２０１６）年４月１日から令和６（２０２４）年３月３１日までに、新たに請負契 

約を締結する工事に係る前払金で、令和６（２０２４）年３月３１日までに払出しが行われるも

のに適用する。 

なお、既契約済のものについては、受注者からの申し出（工事打合せ簿）に基づき、発注者と受 

注者間で協議の上、当該措置を適用できるものとする。 

 


